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財政構造改革シミュレーション 

――2010年度のプライマリーバランス回復と、世代間の受益と負担の格差是正に向けて―― 

シミュレーションの前提 

【国・地方財政のシミュレーション】 
●2000年度の国（一般会計＋郵政3会計を除く34の特別会計）と地方財政

の純計から分析をスタート 

●2010年度まで分析 

●ＧＤＰ成長率は、2005年度迄は0％、それ以降は1％　長期金利はＧＤＰ成

長率プラス1.5％ 

●税収等の歳入及び主な歳出はＧＤＰ成長率と同じ伸び率 

●したがって、ＧＤＰ成長率が変わってもＧＤＰに対する構成比には影響がない 

●社会保障関係の歳入・歳出、保険料・給付額の伸び率は、厚生労働省の

長期見通し中の伸び率と同率 

【世代間の受益と負担のシミュレーション】 
●財政のシミュレーションに基づき、その時点の世代別の受益と負担の格差

を分析 

●受益＝負担：100％、受益＞負担（受益超過）：100％超、受益＜負担（負

担超過）：100％未満 

●税については、国・地方の税収見込額を平均給与所得をベースに配分 

●社会保険料は、負担する世代別の平均給与所得×各社会保険料率 

●行政サービスは、基本的に国民が等しく享受できるものとして按分 

日本の財政・経済社会の姿 

●2010年度のプライマリーバランス均衡 

●2030年代初頭には長期債務残高のＧＤＰ比収束 

●国民負担率は30％前後で長期持続可能 

●世代間の受益と負担の格差は、長期的に改善 

●長期債務残高・ＧＤＰ比ともに増大し続ける 

●国家財政の破綻は免れない 

●国民負担率は30％台後半まで上昇 

●世代間の受益と負担の格差は、拡大し続ける 

 

財政構造改革断行 

【歳出構造改革】 
●ＧＤＰ比年3％ずつの歳出削減（国） 

●公共事業をＧＤＰ比で半減（国、地方） 

●8兆円の歳出削減、国庫補助金３兆円削減（地方） 

【税制改革】 
●法人税率の5％引き下げ 

●所得税等（国税）：13兆円⇒ 

地方消費税10兆円（4％相当）、個人住民税3兆円（地方への税源移譲） 

【年金制度改革】 
●基礎年金の税方式化⇒年金目的消費税 

　2010年度：9％、2020年度：12％ 

現状放置 

【歳入歳出（国・地方）】 
●歳出歳入ともに、ＧＤＰ比同率で伸び続ける 

【社会保障制度】 
●年金制度等の抜本改革は行わない⇒社会保障負担は急増 

詳細については⇒ ●プライマリーバランス、国民負担率等の推移⇒Ｐ26参照　●世代間の受益と負担の格差の推移比較⇒Ｐ26参照 

 世代別の想定と受益・負担の配分 

世代別　受益と負担のシミュレーション 
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財政構造改革シミュレーションの結果概要 

（単位：兆円） 
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